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研究成果の概要（和文）：本研究は、本研究グループが過去（1992年、1993年、2002年）に日本型経営・生産シ
ステムの移転可能性をテーマに調査研究した東アジア6ヵ国（韓国、台湾、タ イ、マレーシア、シンガポール、
中国）の日系企業76社に対する再調査を行うことによって、時間の経過とともに日本型経営・生産システムの移
転度合いがどの ように変化したのか、その結果と理由は何かを明らかにしようとするものである。調査研究の
結果、一部の地域の現地拠点が本社的な役割を担うようになったこと、現地人生産現場管理職の力量が著しく増
大したこと、日本的システムの方式の要素の移転がほぼすべての対象拠点において進んでいることなどが確認さ
れた。

研究成果の概要（英文）：This study attempts to clarify how and why the degree of transfer of 
Japanese-style management and production systems has changed over time by re-examining 76 
Japanese-affiliated firms in six East Asian countries (South Korea, Taiwan, Thailand, Malaysia, 
Singapore, and China) that the research group has studied in the past (1992, 1993, and 2002) on the 
transferability of Japanese-style management and production systems. The survey also revealed that 
the degree of transfer of Japanese-style management and production systems has changed over time, 
and the results and reasons for this change. The results of the survey research confirm that local 
sites in some regions have assumed a headquarter-like role, that the competence of local production 
site managers has increased significantly, and that the transfer of method elements of the Japanese 
system has progressed in almost all of the target sites.

研究分野： 国際経営

キーワード： 日本型経営生産システム　國際移転　東アジア　異時点間比較　日本多国籍企業

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
これまでのわれわれの研究が主に空間軸（地域軸）によるものであったのに対して、本研究は、これまでの研究
の蓄積にさらに時間軸を加えるという意味でその学術的な意義は大きい。1960年代のアジア地域への進出に端を
発し、1980年代以降活発化した日本企業の海外進出は、その間の経験の蓄積、新たな新興国市場および新興国企
業の台頭によって、いま新たな段階を迎えようとしている。日本多国籍企業の過去の実態を踏まえつつ、これま
での変化と現在の実態を明らかにしようとする本研究は、今後の日本多国籍企業に対する研究における貴重な礎
になるであろうと期待している。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

本研究グループ（日本多国籍企業研究グループ：JMNESG）は、日本型経営・生産シス

テムの海外への移転可能性を研究のテーマとして日本多国籍企業の海外工場を対象に約 30

年間にわたって一貫した調査研究方式（「適用・適応のハイブリッドモデル」）による調査研

究を蓄積してきた（安保・板垣・上山・河村・公文, 1991; Abo, 1994; Itagaki, 1997; 上山・

JMNESG, 2005; 苑, 2006; Kumon & Abo, 2004; Kawamura, 2011; Yamazaki et al., 2013; 

Abo, 2015; Juhn & Abo, 2016）。調査対象の地域は、北米から始まり、アジア、西欧、中南

米、中東欧そしてアフリカとほぼ世界を一巡した。訪問した工場は約 500 工場に達する。 

本研究グループは、日本企業の主要な進出地域に対する現地調査が一段落したことから、

これまで「適用・適応のハイブリッドモデル」を用いて日本型経営・生産システムの移転度

合いの定量化および分析を行った日本企業の海外拠点 250 工場のうち現在も操業を続けて

いる 215 工場に対して再度訪問調査を行うという大規模な調査研究プロジェクトを企画す

るに至った。本研究は、そのプロジェクトの第１弾となる、東アジア地域を対象にした大規

模な現地調査研究プロジェクトである。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は、日本型経営・生産システムの国際移転可能性の研究に「時間軸」を新た 

に取り入れることによって、時間の経過による同システムの移転度合いとそれによる競争

優位の変化を検討することである。具体的には、本研究グループが過去（1992 年、1993 年、 

2002 年）に日本型経営・生産システムの移転可能性をテーマに調査研究した東アジア 6 ヵ

国 の日系企業 76 社に対する再調査を行うことによって、時間の経過とともに日本型経営・

生産 システムの移転度合いがどのように変化したのか、その結果と理由は何かを明らかに

する。 併せて日本型経営・生産システムの移転度合いの変化に影響を及ぼした可能性があ

る、同シ ステムの有効性の変化、海外拠点の戦略的位置づけ・事業内容・役割の変化、当

該地域の経済社会的な環境の変化にも注目して研究を進める。 

 

３．研究の方法 

上記の研究目的を達成すべく、本研究グループが過去に調査研究を行った東アジア 6 カ

国（韓国・台湾：1992 年、シンガポール・マレーシア・タイ：1993 年、中国：2002 年）

の海外子会社 76 拠点に対して再調査を試みた。結果、そのうち 26 拠点に対する再調査を

行うことができた。なお、新たに 51 の拠点に対する現地調査を行うことができて、日本型

経営・生産システムの移転度合いがその間どのように変化したのかに関する分析を進めて

いる。現地訪問調査は工場見学とインタビュー調査で構成されたが（約半日所要）、対象拠

点に対する過去の調査でも使用した「適用・適応の 5 段階ハイブリッド評価モデル」を用い

ることによって比較可能性を確保した。同モデルは、本研究グループが日本型経営・生産シ

ステムの移転度合いを定量的に把握するために開発したもので、過去 30 年間の調査研究に

おいて一貫して採用している分析フレームワークである。インタビュー調査では同モデル

に沿った構造的なインタビュー 調査と、それぞれの拠点の特徴に合わせた非構造的インタ

ビューを併行して行った。 



 

４．研究成果 

 研究の成果は令和 5 年中に書籍として出版することを目標に分析・整理を続けている。30 年

をまたがる異時点比較分析を通して明らかになったのは、下記のとおりである。 

（１） 一部の地域ではあるが、海外拠点が他の海外拠点に対して本社的な機能を果たしている

例を複数発見することができた。30年という歴史の中で海外拠点がそれだけの組織能力

を蓄積した結果であるとともに、海外拠点の活用に関する日本本社の戦略的な転換があ

ったことを示唆する大変興味深い結果である。 

（２） 多くの拠点において現地人現場管理職の能力が30年前と比べて飛躍的に増強していた。

一部の拠点では日本本社の現場管理職と比べても遜色のない現地人管理職が育ってい

た。 

（３） 上記（２）と関連するが、その結果としてほぼすべての拠点において、日本的経営生産

システムの方式の要素の移転度合いが著しく進展していることを確認することができ

た。我々が望ましい移転パターンとしている結果の移転から方式の移転への転換を確認

することができた。 

（４） モノと関連しては、日本本社で使っていた設備をそのまま現地に持ち込むというやり方

はほとんど見受けられなかった。日本人主導ではあるものの、現地特有の事情を反映し

た現地にあった設備を現地で設計し、制作して使っていた。また、部品調達と関連して

は、30 年の歴史の中で会社ごとに構築された社内グローバルネットワークの積極的な活

用が見受けられた。日本か、現地化、2 択はほとんど見受けられなく、自社のグローバ

ルネットワークを使った第 3 国からの部品調達が増えたということも 30 年前の調査結

果とは見られなかった特徴である。 
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